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図-1 研究のフローチャート
（領域気候モデル：MRI-5kmRCM）の出力データを用
いて，豪雨の将来変化を発生頻度・規模の観点から解析
するとともに，DAD（Depth-Area-Duration：降雨強
度-雨域面積-継続時間）関係を用いた解析を行い，降雨
の時空間分布の将来変化を確認した．続いて，GCM20
の 3次元大気場データを解析することにより，大気場
指標の将来変化を算出し，それらの指標と豪雨との関
連性について時空間変動を考慮した検討を行った．局
地的豪雨に対しては，MPレーダからの偏波情報及び，
MSMGPV（Meso Scale Model Grid Point Value）よ
り算出した大気場指標を用いて様々な事例の発生・発
達構造の解析を行った．また，「積乱雲のタマゴ」が発
達する事例・発達しない事例について自己組織化マッ
プ（SOM）を使用したクラスター解析を行い，それら
の特徴の違いについて解析・検討した．本研究の流れ
を図-1に示す．
2. 豪雨発生頻度の将来変化
(1) 全球気候モデルGCM20の概要
GCM20とは，革新プロ内で開発された 20km格子の
全球気候モデルであり，海面水温を境界条件とすること
で大気状態を再現し，現在・近未来・将来の 3期間につ
いて計算が実施されている．この境界条件には，IPCC
の A1Bシナリオが用いられている．GCM20により算
出されたデータには，降水量や気圧，風速などがあり，
本研究では，この GCM20の出力データと，同データ
に対して物理的なダウンスケーリングを行った領域気
候モデル（MRI-5kmRCM）の出力データを用いた．
本研究で使用した，GCM20のデータは，現在条件が
1979年～2008年，近未来条件が 2015年～2044年，将
来条件が 2075年～2104年，各 30年間の 1月～12月の
出力データであり，5kmRCMのデータは，現在条件が
1979年～2003年，近未来条件が 2015年～2039年，将
来条件が 2075年～2099年，各 25年間の 6月～10月の
出力データである．
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図-2 豪雨の降雨強度別発生頻度の将来変化（日本域）
(a) 現在条件 (1979 年～2008年) (b) 将来条件 (2075年～2104年)
図-3 豪雨の年平均発生回数の空間分布の将来変化（8月）
(2) 豪雨発生頻度の将来変化
はじめに，上記の期間の時間雨量データを用いて解
析を行う．日本域における豪雨の発生頻度に関して降
雨強度別の発生回数やその空間分布の将来変化を解析
した．日本域における降雨強度別発生頻度の将来変化
を図-2に，豪雨の年平均発生回数の空間分布の将来変
化を図-3に示す．本研究では 50mm/h以上の降雨を豪
雨とみなし，頻度の定義を「各グリッドの降雨強度が
閾値を超える頻度」としている．このように定義する
ことで，「降雨イベントが発生した頻度」といった一般
的な頻度の定義と異なる点に注意が必要であるが，発
生頻度と発生規模を同時に考慮した 1つの指標として
捉えることが出来る．図-2に示した月別の降雨強度別
の豪雨発生頻度の将来変化に着目すると，現在条件か
ら将来条件にかけて全ての月で豪雨の増加が確認され
る．中でも，6月と 8月の増分が顕著であり，夏季にお
ける増加が大きい．降雨強度に着目すると，増加傾向
が最も大きいのは図の青色で示してある 60～80mm/h
の豪雨である．
豪雨の年平均発生回数の空間分布の将来変化に着目
すると，図-3に示した 8月では日本域全体では，すべ
ての月で現在条件から将来条件にかけて発生回数が大
幅に増加傾向にある．発生回数の多い地点が弧状に分
布しており，特に九州地域から関東地域にかけて増加
傾向が大きいことが見てとれる．発生時期や形状を考
慮すると台風による影響が大きいと考えられる．また，
将来条件では台風の進路が日本の北東部まで到達する
ようになるために，東北地方や北海道周辺における豪
雨の発生回数の増加が確認される．
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(a) 現在条件 (1979 年～2008 年)
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(b) 将来条件 (2075 年～2104年)
図-4 降雨強度と雨域面積の関係（DA関係）の将来変化 (8月)
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(a) 現在条件 (1979 年～2008 年)
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(b) 将来条件 (2075 年～2104年)
図-5 降雨強度と継続時間の関係（DD関係）の将来変化 (8月)
3. 降雨特性の将来変化
(1) DAD（Depth-Area-Duration）解析の手法
次にDAD関係を用いた降雨特性の将来変化について
述べる．DAD解析とは一般に，「降雨強度がその継続時
間，雨域面積とどのような関係を持つのか調査すること」
と理解されており9)，主に河川工学の分野で用いられて
いる．本研究では，GCM20の出力データを対象とした
DAD解析を実施し，将来条件に向けて降雨特性がどの
ように変化するのか考察を行った．DA（Depth-Area；
降雨強度‐雨域面積）関係とDD（Depth-Duration；降
雨強度‐継続時間）関係に分けられ，近森ら10)を参考
に，DD関係では各 30年間毎に全ての降雨イベントの
継続時間と平均降雨強度を算出し，継続時間毎の最大
値を用いて三定数型降雨強度式により回帰曲線を求め
た．DA関係では，隣接するグリッド全てを雨域とし，
各 30年間毎に全ての降雨イベントの雨域面積と平均降
雨強度を算出し，Horton式により回帰曲線を求めた．
(2) DAD関係に基づいた降雨特性の将来変化
月毎にDA関係における結果のうち，大きな将来変化
が見られた 8月の結果を図-4に示す．図の横軸は雨域
面積，縦軸はその降雨イベントの平均降雨強度を示して
おり，赤い曲線がHorton式による回帰曲線である．現
在条件で最も雨域の大きい降雨イベントは約 20万 km2
であるが，将来条件ではこれよりも大きいイベントが
20事例以上も発生しており，中でも最も大きな雨域は
32万 km2 と現在条件と比べて 1.6倍である．
次に，DD関係における結果のうちDA関係同様に大
きな将来変化の見られた 8月の結果を図-5に示す．図
の横軸は継続時間，縦軸はその降雨イベントの平均降
雨強度を示しており，赤い曲線は三定数型降雨強度式
による回帰曲線を示す．将来の降雨強度は大きな増加
 0
 0.2
 0.4
 0.6
 0.8
 1
 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12
Fr
eq
ue
nc
y
Month
-9-
-6--9
-3--6
0--3
3-0 
(a) 現在条件 (1979 年～2008年)
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(b) 将来条件 (2075年～2104年)
図-6 SSIの強度別発生頻度の将来変化（日本域）
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(a) 現在条件 (1979 年～2008年)
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(b) 将来条件 (2075年～2104年)
図-7 CAPEの強度別発生頻度の将来変化（日本域）
傾向にある．また，継続時間 50時間付近の降雨強度が
著しく増加しており，従来の DD関係を損なうような
極端現象の発生が確認された．
このような，他の事例に比べ，極端に降雨強度の高
い事例や雨域面積の大きい事例，回帰曲線から大きく
外れる事例を極端事例とし，このような極端事例がど
のような降雨イベントによるものか，1事例ずつ目視で
調査を行った．極端事例は，大型の台風や梅雨前線のよ
うなスケールの大きな降雨イベントによってもたらさ
れたものがほとんどであった．これらの結果から，地
球温暖化に伴い，梅雨前線や台風の強大化，進路の変
化により，将来的に極端に降雨強度の高い事例や 50時
間近く豪雨が降り続く降雨イベントが増加する可能性
が示唆される．
4. 大気場指標の将来変化
(1) 大気場指標の概要
本研究では豪雨の発生に関連することが知られてい
る11)SSI，K指数，可降水量，CAPE，渦度の計 5つの
大気場指標を算出した．可降水量とは，上空の大気に
含まれる水蒸気や雲がすべて凝結して地上に落下した
と仮定した時の降水量である．SSIとは，大気の不安定
度を表示する実用的な指数であり，対流現象発生の可
能性の判定に用いられる．K指数とは，各高度におけ
る気温と露点温度を基に算出する値であり，値が大き
いほど雷雨発生の確率が高い．CAPEとは，空気塊に
加わる浮力エネルギーで大気の不安定度を示す指標で
ある．渦度とは，風の回転成分のことであり，反時計
回りを正渦度，時計回りを負渦度と呼ぶ．
(2) 大気場指標の将来変化
頻度の定義については前述の豪雨発生頻度と同様と
し，大気場指標の将来変化を算出した．日本域の SSIと
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(b) 将来条件 (2075 年～2104年)
図-8 豪雨事例における降雨強度と K指数の関連性
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(a) 現在条件 (1979 年～2008 年)
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(b) 将来条件 (2075 年～2104年)
図-9 豪雨事例における降雨強度と SSIの関連性
CAPE の強度別発生頻度の推移を図-6，図-7 に示す．
SSIは値が低いほど大気の不安定度を示すが，将来条件
において 6～9月の夏季でわずかに 3以下の発生頻度全
体が増加傾向にあり，特に 8月の −6～−3の増加が顕
著に見られ，現在条件の 1.4倍に増加している．CAPE
は値が大きいほど大気の不安定度を示すが，夏季（6～
9月）における将来条件で 1000J/kg以上の発生頻度全
体が増加している．不安定度を示す大気場指標の発生
頻度の増加が見られたことから，将来的に大気の不安
定な日や豪雨事例の増加が推測される．
5. 豪雨と大気場指標の関連性
(1) 雨域内最大降雨強度と大気場指標の関連性
豪雨発生時における降雨強度と大気場指標の関連性
を明らかにするため，日本域の現在条件と将来条件にお
ける降水量 50mm以上の豪雨を対象として解析を行っ
た．GCM20の出力データを用いて平均雨域面積を算出
した結果を参考に，25グリッド（100km× 100km）内
における最大の降雨強度と大気場指標の最大値（SSIで
は最小値）を使用した．なお，豪雨と大気場指標の関
係をより明確化させるため，GCM20における海面更生
気圧と地表面における風速のデータを使用しての影響
を受けた事例とそれ以外を判別し，前者を対象事例か
ら除外した．
図-8，図-9は，台風事例を除いた豪雨事例における
降雨強度とK指数および SSIとの関係を示した散布図
である．これらより，将来条件では K指数が 40 以上
の値を示す豪雨事例が増加している．また豪雨発生時
の K指数が不安定を示す 40以上の割合は，現在条件
で 28.3％，将来条件で 43.2％である．また，SSIが不
安定である 0以下の時に豪雨が発生している割合が高
いことが見てとれる．現在条件と将来条件で比較する
(a) 208X 年 9 月 X 日
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図-10 時空間変動を考慮した大気場指標と豪雨の関連性
と，降水量全体は増加傾向にあるが，SSIに関しては，
大きな変化は見られない．豪雨発生時の SSIの 0以下
の割合は，現在条件では 70.8%であり，将来条件では
72.0%である．
(2) 時空間変動を考慮した豪雨と大気場指標の関連性
続いて，時空間も考慮した上で，大気場指標が豪雨
発生時に対してどのような影響を及ぼすのか明確にす
ることを目的に，豪雨発生時における大気場指標の時
間変化（6時間毎）に着目し解析を行う．なお，対象領
域と解析手法については，雨域内最大降雨強度と大気
場指標の関係を算出した時と同様である．
計 25事例の解析を行ったが，208X年 9月 X日に近
畿地方で 1時間降水量 69.23mmを観測した事例の大気
場指標の時間変化を表したものを図-10に示す．図-10
の（a）は，降水量の分布図である．この豪雨は，前線の
影響により，強い雨がもたらされた事例である．K指数
を見ると 30時間前から上昇し始め，大気場指標の最大
値で最大降水量を示していることが確認される．CAPE
においては，最大降水量を観測した時点と指標のピー
クは一致していないが，最大降水量を示す 6時間前に
最も高い 3000J/kgを算出している．また，SSIは最大
降水量を観測する時点より前で比較的高い不安定を示
しているが，CAPEと同様に 6時間前に最も不安定度
が高い値を算出している．
この事例以外にも，多くの事例で K指数と 1時間降
水量のピークが一致する結果となり，K指数と降水量
との高い関係性が示唆される．また，K指数が 40以上
のピークにおいて豪雨が発生する傾向が見られ，K指
数の高い値が豪雨発生リスクと強い関係性を持つこと
が考えられる．さらに SSIや CAPEに関しては，値や
時間にばらつきはあるが，降水量がピークとなる以前
に高い不安定度の値を示す結果となった. 計 5つの大
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図-11 9 つのクラスタに分類された SOMのマップ
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図-12 豪雨発生リスクの将来変化
気場指標を解析したが，その中でK指数が豪雨発生に
対して最も対応が良いことから，リスク評価において
有意性の高い大気場指標と考えられる．
6. SOM（自己組織化マップ）を用いた大気
場指標による豪雨発生リスク評価
次に，大気場指標および SOMを用いて夏季（6～9
月）における豪雨発生リスクの評価を行った．GCM20
における 3次元大気場データにより算出した可降水量，
K指数，SSI，CAPE，渦度をSOMの入力とした．SOM
とは，ニューラルネットの 1種であり，非線形かつ複
雑な多次元データを持つ情報のパターン分類（クラス
タリング）に適している12)．日本域全体の領域に対し
て大気場指標の傾向把握を行うため，日本域を 16領域
に分割しそれぞれの小領域で平均を求め，1時刻の要素
とした．したがって，入力データは 5要素・16領域の
80次元で表現される．また，入力データは，夏季（6～
9月）における 6時間間隔のものであり，データ数は現
在条件，将来条件ともに 14640個である．
SOMによるパターン分類の結果（マップ）を図-11
に示す．SOMの出力層のマップでは似たものが集まり
相対的な距離が離れると近似度が低い．マップ上で，距
離的に近いノードに配置されたベクトルは近似度が高
(a) 現在条件 (1979 年～2008年) (b) 将来条件 (2075年～2104年)
図-13 クラスタ 5における豪雨発生回数の分布図
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図-14 K指数の将来変化（将来条件 −現在条件の偏差）
く，隣り合ったノード間の近似度が低いほどノード間の
マスは黒く表示される．学習後の 2次元マップにおい
て，近傍のノード群はある特徴を持ったクラスタを形成
しており，色の濃さに対して閾値を設定することでクラ
スタ間の境界を設定することが可能である．一番色の
濃いノード間（グリッド）を 1として，0.7を閾値に設
定し，クラスタ間の境界判別を行った．大気場指標の特
徴・傾向を調査した結果，9つのクラスタに分類するこ
とが確認された．パターン分類結果を示す各色に対して
red=1，yellow=2，greenyellow=3，blue=4，green=5，
orange=6，purpul=7，brown=8，pink=9と番号を割
り当てた．各クラスタに属するデータ数の全データに
対する割合を調べたところ，クラスタ 2やクラスタ 3
では将来条件で大きく減少していた．クラスタ 5では
現在条件において 2.48%，将来条件では 9.75%であり，
最も大きな増加傾向が確認された．また，クラスタ 5
の割合が将来条件において全クラスタ内で最も大きく
なった．本研究では，「各クラスタで発生する豪雨（降
水量 50mm/h以上）のグリッド数の合計÷各クラスタ
に属するデータ数」を豪雨が発生するリスクを表す指
標とした．クラスタごとに算出した現在および将来条
件における豪雨発生リスクを図-12に示す．全てのクラ
スタにおいて豪雨発生のリスクは将来的に高まること
が見てとれる．特に，クラスタ 5において現在条件か
ら将来条件にかけて，リスクが 3.05倍になることが確
認される．
続いて，大きな増加傾向の見られたクラスタ 5にお
ける豪雨発生回数の地域別の分布図を図-13に示す．現
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Radar echo
RR ZDR
type（1. 雨 (青) 2. 氷晶 (水色) 3.
霰 (黄色) 4. 雪片 (桃色)）
(a) 発生初期の積乱雲（積乱雲のタマゴ）の合成雨量と鉛直断面（16 時 45 分，北緯 34.7）
(a) 相対湿度（1000hPa）
Radar echo
RR ZDR
type（1. 雨 (青) 2. 氷晶 (水色) 3.
霰 (黄色) 4. 雪片 (桃色)）
(b) 観測初期段階の積乱雲の合成雨量と鉛直断面（16 時 50 分，北緯 34.7）
(b) 風の収束（850hPa）
Radar echo
RR ZDR
type（1. 雨 (青) 2. 氷晶 (水色) 3.
霰 (黄色) 4. 雪片 (桃色)）
(c) 豪雨をもたらす直前の積乱雲の合成雨量と鉛直断面（16 時 55 分，北緯 34.7）
図-15 積乱雲発達過程での雲内部における降水粒子分布構造の時間的変動（2014年 6月 6日）
(c)K 指数
図-16 豪雨発生前の大気
場指標の一例
在条件から将来条件にかけて全ての地域で豪雨の発生
回数は増加している．また，現在条件においては，九
州地域における発生回数が多いが，将来条件では中国・
四国地域や北海道地域の発生回数が多い．発生した月
に着目すると 7月と 8月の増加率が大きく，これは地
球温暖化により梅雨の期間が遅れることや大型の台風
が東寄りの進路をとるようになるためと考えられる．
各クラスタにおけるK指数の将来変化（将来条件−
現在条件の偏差）を図-14に示す．将来条件での豪雨発
生リスクが少ないクラスタ 2では，−0.8ほどK指数の
値が小さくなっている．一方，増加傾向の見られたク
ラスタ 5においては，K指数の値が将来条件において
1.5増加しており，大気の状態が特に不安定になってい
ることが確認された．大気場の状態が不安定になる日
が将来的に増加することによって，豪雨発生リスクを
高める可能性があることが示された．
7. MPレーダを用いた局地的豪雨の解析
(1) MPレーダの概要
MPレーダとは 2007年度から国土交通省によって整
備され始めた新たな気象レーダであり，現在までに 14
地域 39基のレーダが整備されている．このMPレーダ
によるレーダネットワークは XRAINと呼ばれている．
XRAINでは高頻度（1分間隔），高分解能（最小観測
面積 250 m2）の観測を実現しており，局地的豪雨の監
視体制は近年格段に向上している．MPレーダでは，水
平と鉛直の 2種類の偏波を送受信することが可能であ
り，各偏波の反射強度に加えて，位相情報を計測する
ことも可能である．例として，ZDR（反射強度偏波比）
とは水平・垂直方向の 2つの反射強度の比であり，雨
滴は落下の際，空気抵抗の影響を受け扁平になるため，
雨滴の大きさに比例して大きな値をとる．
本研究では，降水粒子のタイプ判別を行うため，Cバ
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図-17 SOM を用いた積乱雲のタマゴの分類結果（ZDR，
KDP，ドップラー渦度を使用した場合）
ンドの偏波レーダCOBRA（C-band Okinawa Biostatic
polarimentric Radar）とビデオゾンデによる同期観測
13)のデータより岡田14)が作成したメンバーシップ関数
を用いてファジー理論による推定を行った．
(2) 偏波レーダ情報を用いた局地的豪雨の解析
大気場指標と偏波レーダ情報を用いて，積乱雲の発達
過程を解析した．ここでは，2014年 6月 6日に発生し
た局地的豪雨について述べる．図-15に 135.5E，34.7N
で発生した積乱雲の発達過程を示す．また，図-16に豪
雨が発生する約 2時間前，15時における気象庁の数値
予報モデルにより出力されたMSMGPVより算出され
た大気場指標の一例を示す．MSMGPVは，格子間隔
約 5km，鉛直層 13層，3時間間隔のデータである．
降水粒子分布構造の時間的変動に着目すると，地上
で豪雨が観測される 10分前の 16時 45分に，後に大き
く発達する観測初期の積乱雲が上空で初めて気象レー
ダに捕らえられている．このとき，RRは小さな値を示
しているが，ZDR は 2～3dBを示しており，「積乱雲の
タマゴ」を捉えられていることが分かる．また，この
段階において，霰が多く分布していることが確認され
る．その 5分後，16時 50分には高度 5kmまで発達し
ており，短時間で急速に発達する様子が見られた．ま
た積乱雲のタマゴの中層では霰が多く判別されており，
氷晶よりも重い霰が上層に存在するほど上昇気流が強
いことが推測される．この 5分後には地上に豪雨をも
たらす過程を確認した．
豪雨発生以前の大気場指標においては，豪雨発生箇
所付近における地上付近の相対湿度や K指数の値は高
く，風の収束が確認される．そのため，低層における
水蒸気量が多く，大気の状態は不安定であったために
上昇気流が引き起こされ，積乱雲が発達し局地的豪雨
が発生したものと推測される．
8. SOMによる積乱雲のタマゴの発達予測
本研究では，上記と同様に目視で 84個の「積乱雲の
タマゴ」を抽出した．これらの「積乱雲のタマゴ」が
発達するか否かを事前に予測・推定するためにはどの
ような情報を用いてどのように判別すればよいかを検
討するため，SOMを用いたパターン分類を行った．入
表-1 クラスタ 2 に分類される「積乱雲のタマゴ」と各指標
の値（D：発達事例，U：未発達事例）
No.D/U ZDR KDP ドップラー渦度
No.13U 2.68 0 0
No.14U 3.31 0 0
No.16U 2.91 0 0
No.19U 2.81 0 0
No.32U 2.40 0 0
No.38U 2.77 0 0
No.45U 2.44 0 0
No.56U 3.21 0 0
表-2 クラスタ 4 に分類される「積乱雲のタマゴ」と各指標
の値（D：発達事例，U：未発達事例）
No.D/U ZDR KDP ドップラー渦度
No.10D 4.99 2.93 0.12
No.34D 4.08 3.47 0.06
No.47D 5.40 4.43 0.16
No.66D 4.60 4.33 0.20
No.74D 4.10 3.85 1.00
力データとしては，4種類の情報（大気場指標，偏波パ
ラメータ，降水粒子の種類，ドップラー渦度7)）を使用
した．大気場指標については，5章において豪雨との関
連性の確認された可降水量とK指数を，偏波レーダ情
報には降水粒子の発達との関連性が知られている ZDR，
KDP を用いた．ドップラー渦度とは，MPレーダによっ
て観測されるドップラー風速を用いて算出した渦度で
ある．ドップラー渦度においては，SOMの分類精度向
上のために 1を最大値として正規化を行った．降水粒
子のタイプ（雨，霰，氷晶，雪片）は，「積乱雲のタマ
ゴ」内部でその空間分布の割合を求めた．SOMへの入
力する組み合わせとして，全 21パターンを比較し，検
討を行った．クラスタの発達割合が 50%を超える場合
は発達するクラスタ，50%未満の場合は発達しないクラ
スタとして，「積乱雲のタマゴ」が SOMによって正し
いクラスタに判別されたかを判断した．
最も分類精度の良い結果が得られた ZDR ＋ KDP ＋
ドップラー渦度を用いた SOMによるパターン分類の結
果を図-17に示す．発達するクラスタは５つ，発達しな
いクラスタは 4つに分かれた．クラスタ 2やクラスタ
6においては発達しない「タマゴ」のみが分類され，ク
ラスタ 4とクラスタ 8においては，発達する「タマゴ」
のみが分類された．また，クラスタ全ての分類精度に
おいても 87.7%と高い精度が得られた．なお，マップ
上には代表的な事例のみ表示されているが，分類精度
を求める際にはクラスタに属する全事例を考慮して調
査を行った．
発達しない「タマゴ」のみが分類されたクラスタ 2に
おける事例の一覧を表-1に，発達する「タマゴ」のみ
が分類されたクラスタ 4における事例の一覧を表-2に
示す．クラスタ 2における「タマゴ」について着目す
ると，KDP とドップラー渦度の値が 0であることから，
これらの値が小さい場合「タマゴ」は発達しないと考
えられる．また，クラスタ 4においては，ZDR，KDP
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とドップラー渦度の値が大きく，ZDR，KDP とドップ
ラー渦度の値が積乱雲の発達構造と大きく関係してい
ることが示された．降水粒子の粒径が大きく，強い上
昇気流が発生した場合に局地的豪雨が発生するリスク
が高まることが示唆される．
9. まとめと今後の課題
本研究では，我が国における集中豪雨の発生・発達
リスクの定量化及びその将来変化を目的として，大気
場指標及び偏波レーダ情報の変動分析に基づいた検討
を行った．
GCM20と 5kmRCMの出力データを用いて豪雨の将
来変化を発生頻度の観点から解析するとともに，DAD
関係を用いた解析を行い，将来的な降雨特性の変化を
確認した．豪雨との関連することが知られている大気
場指標を用いて，大気場指標の将来変化や豪雨との関連
性について検討するとともに，大気場指標および SOM
を用いて豪雨発生リスクの評価を行った．また，局地的
豪雨に対して，MPレーダとMSMGPVを用いて，豪
雨発生前の大気場と積乱雲の発達過程を解析するとと
もに，「積乱雲のタマゴ」を事前に予測・推定するため
にはどのような情報を用いてどのように判別すればよ
いかを検討した．
その結果，現在条件から将来条件にかけて全ての月・
地域で豪雨の発生頻度が増加傾向にあることを確認し
た．DAD関係の将来変化に着目すると，将来条件では，
他の事例に比べて，極端に降雨強度の強い事例や雨域
面積の大きい事例，DD関係から大きく外れる事例が多
く見られた．これらの結果から，気候変動に伴い，梅
雨前線や台風の強大化，進路の変化により，将来的に
極端に降雨強度の高い豪雨や 50時間近く強い雨が降り
続く豪雨が増加する可能性が推測される．
また，大気場指標の将来変化においては，CAPEや
SSIなどの不安定度を表す値の発生頻度が増加してお
り，将来的に大気の不安定な日の増加が示唆される．豪
雨と大気場指標の関連性において，豪雨発生時におい
ては大気場指標は高い不安定度の値を示す傾向がある．
時空間を考慮した豪雨と大気場指標の関連性から，K
指数が高い値を示すとき豪雨発生リスクと強い関連性
を持つことが示唆された．大気場指標および SOMを用
いた豪雨発生リスクの評価より，大気場の状態が不安
定になる日が将来的に増加することによって，豪雨が
発生するリスクを高めていることが示された．
積乱雲の発生・発達構造の解析では，その発達過程に
おいて，相対湿度，風の収束，K指数に関連が見られ
た．SOMを用いたクラスタ解析では，ZDR，KDP と
ドップラー渦度の組み合わせが最も分類精度の高い結
果が得られた．また，KDP とドップラー渦度は「積乱
雲のタマゴ」の発達予測・推定において適用できる可
能性がある．
今後の課題としては，将来的に極端化する豪雨を想
定したリスクマネジメントを行うために，SOMに入力
する大気場指標の組み合わせや対象地域を検討し，豪
雨発生リスクに対してより詳細な定量的な評価を行う
ことや，局地的豪雨の発生・発達構造についてより詳
細に分類することで，局地的豪雨の予測の精度向上に
繋げていくことが挙げられる．
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